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〈確定申告書Ｂ 記入例〉

２　特定の増改築（バリアフリー改修）ための住宅借
　入金等の特別控除の創設
　50歳以上の人など一定の人が、30万円を超える一定
の増改築（バリアフリー改修工事）を行い、2007（平
成19）年４月１日から2008（平成20）年12月31日まで
に居住の用に供した場合に、その工事のための借入金
の年末残高（1,000万円を限度）の１％（200万円まで
の部分は２％）を５年間にわたって控除できます。
　ただし、建築士等が発行する証明書が必要です。

３　寄付金控除の改定
　控除対象限度額が総所得の40％相当額に引き上げら
ました。

４　電子申告特別控除の創設
　電子申告により確定申告書を提出する際に、本人の
電子署名及び電子証明書を併せて送信した場合に、
5,000円が所得税から控除されます。

Ⅰ．法改定済みで実施が今回の申告からのもの

１　所得税率の変更
　地方税への税源移譲に伴うもので、従前４段階だっ
た税率が６段階になりました。最低税率は10％から５
％へ、最高税率も37％から40％に変わっています（表
参照）。特に今年の確定申告書作成・記載にあたって
は注意が必要です。

２　定率減税の廃止
　昨年申告分まで実施されていた定率減税が今回の確
定申告分以降廃止されました。

３　損害保険料控除が地震保険料控除に改変
　従来の損害保険料控除がなくなり、新たに地震保険
料控除が創設されました。
　ただし、2006（平成18）年12月までに契約した長期
損害保険料については最高15,000円の控除は存続され
ています。
　地震保険料控除は上限５万円として支払った地震保
険料が控除されます。

４　減価償却制度の改定
　2007（平成19）年４月１日以降取得した減価償却資
産について、新たな減価償却制度が適用されます。

①償却可能限度額および残存価額が廃止され、１円
（備忘額）まで償却可能になりました。
②減価償却費の計算方法が変わりました。具体的な償
却率や計算方法については、月刊保団連臨時増刊号
『保険医の経営と税務2008年版』46～48ページを参
照ください。
　なお、2007（平成19）年３月31日以前に取得した減
価償却資産は従来どおりの方法（「旧定額法」、「旧定
率法」と呼びます）により償却しますが、償却可能限
度額に達した年の翌年から５年間で、簿価が１円にな
るまで均等償却することになりました。ただし、この
方法は2008（平成20）年分確定申告からの適用となり
ます。

Ⅱ．昨年（2007年）改定されたもの

１　住宅借入金等の特別控除の特例の創設
　2007（平成19）年に居住を開始した住宅の借入金が
ある場合に特例が創設されました。
　控除期間15年で各年末の借入金の残高（2,500万円
を限度）の最初の10年間は0.6％、11～15年目は0.4％
が控除されます。これは従前の住宅借入金制度とどち
らかが選択できます。
　従前は07（平成19）年居住分について控除期間10年
で最初の６年間は１％、７～10年目は0.5％の控除と
なっています。

2007（平成19）年分所得税の主な改定事項
税理士　林　　明
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2007年以降分所得税速算表
課税される所得金額 税率 控除金額

1,000円～　195万円未満 5％ 0円

195万円～　330万円未満 10％ 97,500円

330万円～　695万円未満 20％ 427,500円

695万円～　900万円未満 23％ 636,000円

900万円～1,800万円未満 33％ 1,536,000円

1,800万円～ 　　　　　　 40％ 2,796,000円
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